
平成３１年度においては、ＰＡＣ－３ミサイル用部品の一括取得（１０か年
度）及びＥ－２Ｄの９機まとめ買い（７か年度）を予定している。

平成３１年２月
防 衛 省

特定防衛調達に係る国庫債務負担行為により支出すべき年限に関する特別措置法
の一部を改正する法律案（平成３１年度予算関連法案）

１ 趣旨

４ 平成３１年度に対象となる装備品等

※ 特定防衛調達に係る国庫債務負担行為により支出すべき年限に関する特別措置法（平成２７年法律第１６号）

２ 法律案の概要

防衛力の計画的な整備を引き続き実施していくため、特定防衛調達に係る国庫
債務負担行為により支出すべき年限の上限を１０か年度（財政法上は５か年度）
とする特別措置法の有効期限を５年間延長する。

○

現行法の有効期限を５年延長する。○

○

平成２７年４月３０日に施行された現行法 (※)（限時法）は、平成３０年度末
に失効する。

○

○ 施行期日：公布の日

延長することに伴う規定の整備を行う。○

＜ＰＡＣ－３ミサイル用部品＞
縮減見込額：約３１億円
（約６５億円→約３５億円）

平成２７年度から平成３０年度までにおける特定防衛調達に係る長期契約を
行った（過去７件）ことによる縮減効果は、約７８７億円である。

３ 目的・効果

ＳＨ－６０Ｋ
（２８年度一括調達）

１７機

Ｐ－１
（２７年度一括調達）

２０機

ＣＨ－４７ＪＡ
（２９年度一括調達）

６機

Ｃ－１３０Ｒ
（２９年度ＰＢＬ契約）
部品供給・技術維持活動

・機体定期修理

Ｆ－２エンジン維持部品
（３０年度ＰＢＬ契約）
部品取得・単体修理

我が国の防衛に必要となる装備品等に係る調達コストを縮減するとともに、
安定的な調達を実現することを目的とする。
○

○

＜これまで長期契約を適用した例＞

※ 上記のほか、ＥＣ－２２５ＬＰ及びＴＨ－１３５のＰＢＬ契約（いずれも２８年度）に適用。

＜Ｅ－２Ｄ＞
縮減見込額：約３２５億円
（約２，２６５億円→約１，９４０億円）


